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カントの『永遠平和のために』とフィヒテの書評
Kant’s Philosophical Sketch for Pertetual Peace and Fichte’s Book Review
 栩木憲一郎
 TOCHIGI Kenichiro
要旨　本論文は 1790 年代のドイツにおけるカントとフィヒテという二人の政治思想家の
永遠平和にむけた政治理論の展開に焦点をあて、その一定の概説を試みる。前者であるカ
ントは平和論の古典とも言うべき『永遠平和のために』（1795 年）で政治思想史上著名な
人物であり、その永遠平和に向けた議論に対する後世の注目はきわめて高い。しかし他方、
後者であるフィヒテが 1790 年代においてカントの問題意識を引き継ぎ、カントと同様に
永遠平和に向けた政治思想を独自の形で展開しようとしていたことは、あまりこれまで注
目されては来なかった。本論文では 1790 年代におけるカントの『永遠平和のために』に
おける議論の展開と、このカントの著作に対するフィヒテの書評を取り上げ、当時のドイ
ツにおける政治思想の展開の一端を明らかにしようとするものである。
はじめに
　およそ「平和」をめぐる問いかけこそ政治思想というものの中心的課題であったと言っ
ても過言ではない。とりわけその「平和」が個人の内面にとどまらず人間相互の関係を規
定する概念として立ち現れる時、それは「いかなる平和が望ましいのか？」、「どのように
して望ましい平和を実現するのか？」といった政治思想における重要な問いかけに結びつ
いていくこととなる。
　そしてこの平和をめぐる考察として、言い換えれば「平和論」として、現在多くの人々
が参照しなければならない著作の一つがドイツの哲学者イマニュエル・カント（Immanuel 
Kant, 1724-1804）が 1795 年に出版した著作、『永遠平和のために』であることについて
は一定の理解が得られるものと思われる。本論文はこのカントの永遠平和論の展開と、そ
れをめぐって当時のドイツにおいて展開された議論の一端を一定の形で再構成することを
試みるものである。特に本論文においては、カント哲学の解釈者として出発しながら、後
に独自の哲学を展開することとなるヨハン・ゴットリープ・フィヒ（Johann Gottlieb 
Ficht, 1762-1814）の政治思想の展開を、ドイツにおけるカントに対するもう一つの注目
すべき平和論の展開として取り上げる。フィヒテは一般的にはその代表的な政治著作が『ド
イツ国民に告ぐ』であるために、ドイツ・ナショナリズムの祖の一人とされ、その政治思
想に対しては英米圏を中心に否定的に捕らえる傾向が強いように思われる1）。そしてその
ことから、フィヒテがカントの永遠平和の構想を受け止めながら独自の政治思想を展開し
たことがむしろ忘れ去られてしまい、後景に退いてしまったように思われる。特に本論文
において取り上げるフィヒテの『カントの『永遠平和のために』論評』において、フィヒ
テはカントの基本的な問題意識を引き継ぎながら永遠平和に向けた国内体制および国際体
制をめぐる一定の構想への萌芽を展開している 2）。
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　本論文においてはまず第一章第一節においてこれまであまりにも注目され、その研究文
献だけで汗牛充棟の状態であるカントの『永遠平和のために』の内容を、その後展開され
る議論の出発点および前提の確認として、一定の形で確認する。そして第一章第二節にお
いてこのカントの『永遠平和のために』に対するフィヒテの書評を取り上げ、フィヒテの
カントの議論に対する解釈を、特にそこにおいてフィヒテの示したカントへの違和感や後
のフィヒテ独自の思想展開につながっていく側面を中心に確認していく。
　なお近年ドイツにおいて 1970 年代から着手されてきた最新のフィヒテ全集、バイエル
ン科学アカデミー版フィヒテ全集（J.G.Fichte-Gesamtausgabe der Bayerischen Akade-
mie der Wissenschaftten）が完結を迎える予定であり、日本においても晳書房からフィ
ヒテ全集の刊行が進行中である。本論文はそれらを参考としながら 1790 年代を中心とし
て展開されたカントとフィヒテの平和論、特にカントの『永遠平和のために』の内容の概
説とそれに対するフィヒテの書評を概説し、当時の永遠平和に向けた政治思想の展開の再
構成と紹介を試みるものである。なお、フィヒテに関して使用する文献は前述したバイエ
ルン科学アカデミー版を用い、「系列番号、巻数、頁数」と表記する。また日本語訳に関
しては皙書房より邦訳の『フィヒテ全集』が刊行されており、訳が存在する際には巻数と
頁数を同時に表記し、またカントの著作に関してはプロイセン・アカデミー版カント全集
（Kant’s gesammelte Schriften. Herausgegeben von Koniglich Preussischen Akademie 
der Wissenschaften, Berlin, 1912/23）を参考とし、岩波書店から出されている邦訳のカ
ント全集の巻数と頁番号を同時に表記するものとする。基本的に引用の際には既存の日本
語訳を用いるが、訳は時折変える場合がある。
第一章「カント『永遠平和のために』とフィヒテ」
第一節「カント『永遠平和論』の展開」
　そもそもカント以前にも一定の形で「永遠平和」に向けた様々な政治機構の構想が存在
しており、カントはそこにおける問題意識を引き継いだ人物でもあった。かつての中世に
おける「神の平和（Pax Dei）」とは異なるものの、例えば悲惨な宗教戦争を歴史的背景
としながらフランスの宰相シュリーによる欧州議会の構想が 17 世紀において存在してお
り、18 世紀になるとルソーによるいわゆる『サン・ピエール氏『永久平和論』抜粋』が
永遠平和に向けた政治機構構想として登場してくる。この構想に於いては欧州各国から派
遣される代表者によって構成された国際会議が各国の紛争の調停及びその裁決と執行を行
うことが考えられていた。これらの構想は、その「平和」の範囲があくまで欧州に限られ
ており、また一定のキリスト者共同体を前提としている点において、現在から見た場合一
定の限界が指摘されるものではある。しかしその中でも特に上述したジャン・ジャック・
ルソー（Jean-Jacques Rousseau, 1712-78）による『サン・ピエールの司祭の永久平和論
抜粋（Extrait du projet de paix perpetuelle de Monsieur l’Abbé de St. Pierre）』（1761 年）
はカントに対する多大な影響が考えられる著作である。
　そしてそこでの問題意識を一定の形で引き継いで書かれたのがカントの『永遠平和のた
めに（Zum ewigen Frieden）』（1795 年）である。この論文についてははその内容があま
りに著名であり、それについての研究文献のみでも汗牛充棟の有様ではあるが、以下にお
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いて一般的な解説を試みる。
　まずカントにはこの著作を書く前から一定の形で永遠平和をテーマとしたいくつかの著
作が存在していた。1784 年 11 月に雑誌『ベルリン月報』（Berlinische Monatsschriften）
に掲載された「世界公民的見地における普遍史の理念（Idee zu einer allgemeinen Ge-
schichte in weltbürgerlicher Absicht）」においては、人間の持つ非社交的社交性が人び
とをして法に則った市民社会の構築を促すこと、そして国家間においても同様の作用が生
じ、最終的には世界市民状態に向けた国際機構を創設せざるを得なくなること、といった
議論が既に一定の形で展開されていた。そしてフランス革命の進展を背景として書かれ、
1793 年９月に同じ『ベルリン月報』に発表された「理論では正しいかもしれないが実践
には役に立たない、という通説について（Über den Gemeinspruch:Das mag in der tho-
rie richtig sein, taught aber nicht für die Praxis）」、いわゆる「理論と実践」と訳される
論文がある3）。ここでカントが構想した国際機構は「一人の元首の下での世界市民的共同
体ではないけれども、やはり共同して取り決められた一つの国際法に従う連邦という法的
状態」とされ4）、また国家の発展に伴い、戦争に対して犠牲を伴う国民自身が戦争をする
べきか否かの決定権を持つように国家は組織されるようになるため、民衆は悲惨な状況に
陥る戦争を選択しなくなると述べられ5）、勢力均衡によってなされる平和についてそのぜ
い弱性を指摘するなど、後の『永遠平和のために』において主張される内容がすでに展開
されている。これらの論文を基にしながら、自己の思索を深めたカントが発表した著作が
1795 年９月に発表された『永遠平和のために。イマヌエル・カントによる哲学的構想（Zum 
Ewigen Frieden. Ein philosophischer Entwurf von Immanuel Kant）』である。カントが
この著作を書いた背景としては、つとに指摘されることであるがフランス革命政府とプロ
イセンとの間で 1795 年に結ばれたバーゼル講和条約の存在が考えられている。これは長
引くフランス革命に対する革命干渉戦争に疲弊したプロイセンが結んだ単独講和であり、
以後約 20 年間北ドイツに平和をもたらすことになるものの、一部に秘密条項が存在する
など、いくつかの将来に向けた問題点をはらむものであった。
　このカントの著作の構成は、1796 年に第二補説が付け加えられ、増補第二版が出され
ることになるものの、出版当初は永遠平和のための六個の予備条項、国家間における永遠
平和のための三個の確定条項と第一補説「永遠平和の保証について」からなっており、以
下、その概要について若干の確認を行うこととする。
　まずカントが提示するのが永遠平和のための六個の予備条項である。最初の第一条項が、
未来における戦闘状態を前提としてなされる「平和条約」を、平和とはその敵意が終わる
ところに成立するという定義からして否定する「将来の戦争の原因を密かに宿して締結さ
れた平和条約は、決して平和条約とみなされるべきではない」という条項であり、第二条
項が人間の社会である国家を一つの物件としてみなすことを禁止する「独立して存続して
いるいかなる国家（その大小は問題ではない）も、相続、交換、買収、もしくは贈与によっ
て他の国家に所有されてはならない」という条項である。さらに戦争の誘因となり、例外
として国家市民により自発的に形成される防衛のための市民軍は認められるものの、人を
殺し、また殺される存在として人間を扱う常備軍についてカントはその第三条項で「常備
軍は時がたつとともに全廃されるべきである。」とし、さらに戦費に関する国債は、第四
条項「国家の対外的な紛争に関しては、いかなる国債も発行されるべきではない。」にお
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いて廃止が求められることになる。そして他国家に対する介入を禁止する第五条項「いか
なる国家も他の国家の体制や統治に暴力をもって干渉すべきではない。」と、将来に不信
の種を残すことになる行為、例えば暗殺者や降伏協定の破棄、相手国の内部における裏切
りの扇動を禁止した第六条項「いかなる国家も他国との戦争において、将来の平和に際し、
相互の信頼関係を不可能にしてしまうような敵対行為をするべきではない」が続くことに
なる6）。
　続く第二章においては永遠平和への三個の確定条項が論じられることになる。カントの
主張する永遠平和のための第一確定条項は、「各国家における市民的体制は、共和的であ
るべきである」とされる。即ち第一に社会の成員の（人間としての）自由の諸原理、第二
に全ての構成員の（臣民）としての唯一で共同の立法への従属、第三に全ての構成員の（国
家市民）としての平等という三つの原則に基づいて設立された共和的体制が、カントにあっ
ては根源的契約の理念から生じ、民衆における立法の全てがおかれるべき体制なのである。
しかもカントによれば、この体制こそが、永遠平和への展望を持つ体制であるが、それは
「戦争をすべきかどうかを決定するために国家市民の賛同が求められる（中略）場合に、
彼らは自分自身の上にふりかかる戦争のあらゆる災難を引き受ける（中略）決意をしなけ
ればならないからこうした割にあわない博打を開始することに国家市民が慎重になるの
は、しごく当然のことである。」7）からである。民衆の戦争に対する意志の表明が要請され
る共和制においてこそ、カントによれば戦争に苦しむことになるであろう市民の声が決定
に反映されるため、戦争は防止されると考えられたのである。
　またカントはここで共和的体制を民衆的体制と混同することを戒め、国家の形態の区分
を支配の形態と呼ばれる国家権力を保持する人々の数の方法によって区分するものと、元
首による統治方式によって、つまり絶対権力の行使の仕方に注目する区分を挙げる。前者
であれば主権を持つ人が一人であるか、少数であるか、市民社会を形成する全構成員であ
るかによってそれぞれ君主制、貴族制、民主制と分けられることになる。後者の区分に従
うと、それは共和的であるか、専制的であるかのどちらかとなる。カントによれば共和制
は執行権と立法権が分離されている国家原理であり、これに対して専制はそれが分離せず、
国家が独断で自らが作った法を行使する国家原理ということになる。カントによれば民主
制においてはこの執行権と立法権が分離されておらず、直接的な多数決が実施ことになる
ため必然的に専制となるのである。そしてカントが付け加える共和制の統治形式が代表制
である。執行権に携わる人が少なければ少ないほど、他方国家権力を代表する人間が多け
れば多いほど、カントによればそれは共和制の理念に合致することになるのである8）。 
　そして永遠平和のための第一確定条項が国内体制を内容としていたとするならば、国家
間の制度を論じているのが永遠平和のための第二確定条項「国際法は自由な諸国家の連合
の上に基礎をおくべきである」ということになる。
　カントによれば、国家単位でまとまっている諸民族は個々の人間と同じように判断され、
相互の安全の保証の為に、個人が市民社会を形成するように、国家間の制度を作るように
促されるのであった。カントは一方において国家間の関係においてこそ、個人間の争い以
上に人間の邪悪な面が露呈することを直視していた人物でもあった。しかし他方次の事実
を指摘する
　「このような人間の本生にそなわる邪悪は、諸民族の自由な関係においては、あからさ
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まに立ち現われるのである（中略）むしろ驚くべきことは（中略）いかなる国家もこのよ
うな法の追放という考えに公に賛成を表明するほど大胆ではなかった、という事実であ
る。」9） 
　そこにカントは法に対する人間の敬意を読み込み、人間の中にある最も大きな道徳的素
質を見るのである。そして各国家は自分の権利を主張する際に市民が裁判所に訴えるのと
は異なり、戦争という手段を用いるしかない。しかしこれは望ましい手段ではなく、たと
え勝利したとしてもそれは一時のことに過ぎない。いつ何時敵が再び攻撃してくるかは分
からないからである。
　カントによれば、個人であれば市民社会ないし国家をこの状態で創設することになるが、
国家間の関係はしかし個人が市民社会や国家を形成するのとは異なっているとする。なぜ
なら国家においてはすでに国内における法的体制が存在しているからであり、その国家に
対し拡大された法的体制の下に入るよう他の国家が強いることはできないのである10）。
　しかしなお理性はカントによれば国家の手段としての戦争を否定し、平和状態をよしと
するのである。そしてこの平和状態を創設するには、諸民族相互の契約がなければ不可能
であり、単に一つの戦争の終結を目指す「平和条約」ではなく、全ての戦争を永遠に終結
させることを目指す平和連盟を創設することが求められるのである。そしてこの同盟はか
ならずしも何らかの強制を加盟国に要請するものではない。
　「この連合が求めるのは何らかの国家権力を手に入れることではなくて、もっぱらある
国家そのもののための自由と、それと連合したほかの諸国家の自由とを維持し、保障する
ことであって、しかも諸国家はそれだからといって、（自然状態にある人間のように）公
法や公法の下での強制に服従する必要はないのである。」11）
　そしてカントによればこの同盟の理念は次第に広がり永遠平和へと続くことになるが、
その実現可能性を保証するものとして、カントが期待するのが「啓蒙された強力な平和連
合の要となる共和国」、の存在である。
　「その実現可能性（客観的実在性）については明確に示すことができる。なぜなら、も
し幸運にも啓蒙されたある強力なある一民族が共和国（共和国はその本生上、必然的に平
和を好むものであるから）を形成することが出来るならば、この共和国は他の諸国家に対
して連盟的統一の中心点となることができ、その結果これらの国家と合流し、国際法の理
念に従って諸国家の自由な状態を保証することであろうから。そして連盟はこの種の多く
の結合を通して、次第に広い範囲に及んで行くのである。」12）
　そしてカントは国際法において必然的に自由な連盟制度というものを考慮する必要があ
ることを強く主張する。そして最終的にカントは「国家も個々の人間と同じように、その
未開な（無法な）自由を捨てて公的な強制法に順応し、そうして一つの（もっとも絶えず
増大しつある）諸民族統一国家（civitas gentium）を形成して、この国家がついに地上の
あらゆる民族を包括させるようにさせる、という方策しかない。」ということを認める。
しかし国際法上国家主権の原理は自己に優越する存在を想定しないため、積極的理念とし
ての「世界共和国」にかえて消極的理念として、公的な強制を伴わない「連合」という選
択肢をカントは永遠平和のための国家間の制度として主張することになるのであった13）。
　そしてカントが永遠平和のための第三確定条項としてあげたのが「世界市民法は、普遍
的な友好をうながす諸条件に制限されるべきである」である。前述した第一確定条項が国
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内体制を論じ、第二確定条項が国家間の体制を論じた後に出てきたこの第三番目の条項は、
自分たちとは異なる社会からきた異邦人との関係において、この異邦人とどのようにして
戦争状態を回避し、そして世界市民としていかなる権利を認めねばならないのか、という
課題を目的として考えられたものであった。カントは次のような文章によってこのような
異邦人の権利について論じている。
　「ここで友好（よいもてなし）というのは、外国人が他国の土地に足を踏み入れたとい
うだけの理由で、その国の人間から敵としての扱いを受けない権利のことである。その国
の人間は、彼の生命に危険の及ばない方法でする限り、その外国人を退去させることは出
来る。しかし彼が彼の居場所で平和にふるまう限り、その外国人に敵としての扱いをして
はならない。もっとも彼が要求できるのは客人の権利（そのためには、かれをしばらく家
族の一員として扱うという、特別の好意ある契約が必要とされるであろう）ではなくて、
訪問の権利である。」14） 
　人は誰でも地球上のいたるところを訪問する権利を持ち、少なくとも訪問したことに
よって生命の危険にさらされたり、敵として扱われたりすることがあってはならない。こ
れがカントの永遠平和のための第三確定条項の意味である。そしてこの友好の権利は、新
たな地を訪れた新参者が、古くからの居住者とコミュニケーションを試みることを可能に
する条件の下でのみ発揮されうるのである。そしてこのような権利を媒介としながら、遠
く隔たった諸大陸も相互に平和な関係を取り結び、その関係は最終的には公的なものとな
り、人類をますます世界市民的体制に接近させるのである15）。
　一方カントの当時の植民地の獲得に走る「文明化された」と称する西欧諸国への目は厳
しいものがあった。カントは鋭くこの「文明化された」とし、「正統信仰」において選ば
れたとする西欧諸国が植民地化した諸地域において行った現地住民の奴隷化といった害悪
をこの個所においては非難している。
　しかし他方カントは交通技術の発達を同時の積極的にとらえて次のように言う。
　「ところが今や、地球上の諸民族の間にいったんあまねく広がった（さまざまな）共同
体は、地球上の一つの場所で生じた法の侵害が、あらゆる場所で感じられるほどにまで発
展をとげたのである。だから世界市民法の理念は、もはや法の、空想的でとっぴな考え方
ではなくて、公的な人類法一般に対し、従ってまた永遠平和に対し、国法や国際法の法典
にまだ書かれていないことを補足するものとして必要なのである。ひとはこうした条件の
下においてのみ、永遠平和に向かってたえず接近しつつあると自負することが許されるの
である。」16） 
　カントによれば交通手段の発達に見られる人類の発展は、同時に地球上の様々な場所と
の相互交流を活発なものとし、全く離れた地域の人々における正義の侵害といった苦しみ
や悲しみを感じるまでに人類を至らしめたのである。それゆえカントによれば世界市民法
の理念は、未来における永遠平和に向けた新たな人々の間の公的関係を生み出していくた
めに、重要な意味をもつものなのである。
　そして 1795 年に出版された時点で最後にカントがこの著書の中でおいたのが「第一補
説、永遠平和の保証について」である。カントはこれまで永遠平和に向けた国内体制や国
家間の制度である国際機構、そしてまた世界市民法といった事柄を論じてきた。しかしな
がら、最終的に永遠平和を担保し、保証するものはなんであるのか、カントは最後に永遠
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平和に向けた歴史上の流れを一定の形で説明しようとする。まずカントは永遠平和の保証
にあたるものとして「偉大な芸術家である自然」の存在を指摘する。カントによれば、自
然の流れの中から、人間の不和を通じて、人間の意志に反しても、人々の間に融和を生み
出そうとする合目的性を見出すことが出来るのである17）。それでは自然は永遠平和への意
図において、人間自身の理性が人間自身に義務とした目的に関して、人間の道徳的推進の
ためにいったい何をすることになるのだろうか、もしくはカントがこれまで述べてきた国
法、国際法、世界市民法という三つの公法において一体永遠平和に向けて何を自然は人間
に保証するのであろうか。これに対するカントの答えは自然がそうするように人間を義務
付けるのではなく、人間が欲しようが欲しまいが、自然自らが人間の永遠平和に向けて人
間を動かし、それを強いるということなのであった。
　まず国法の領域において、自然はたとえ国民の間で、市民の間で不和が生じている社会
があり、公法の強制の下に服していなくても、外部の敵の攻撃や戦争によって外部からそ
の国民や市民たちを公法の強制の下におくことになる18）。つまり自然は人間相互の不和を
利用しながら、一定の国家秩序の必要性を人間に認識せしめ、最終的に人は共和制という
体制にむかわざるを得なくなるとカントはするのであった。
　そしてこれは国際法の理念においても同様である。国際法は互いに独立して隣接する諸
国家の分離を前提としているが、このような状態の方がカントによれば、理性の理念から
して望ましいことになる。なぜならこの状態の方が、ある強大な国が勢力を伸ばし、他の
国家を制圧して巨大な国家をつくり、他の国家がその中に吸収されてしまう状態よりも望
ましいからである。カントによれば法律は統治範囲が拡大すると威力を失い、強大な国家
の専制政治はそれが崩壊したときには、大規模な無政府状態を招来しかねないからである。
これに対して自然はそれとは別のことを欲しているとカントはする。自然は諸民族を分離
させておくために言語と宗教の相違を人類に用い、この相違を使って人々を当初は争わせ
るものの、徐々に、強力な国家の勢力拡大による専制政治によってもたらされる平和とは
異なった活発な競争による力の均衡によってもたらされるものとする。　そして最後に自
然は諸民族を分裂させていると同時に、他方で利己心を通じて諸民族を結び付けていると
カントはする。ここでカントが注目しているのが商業精神であって、カントによれば
　「商業精神というものは、戦争と両立は出来ないが、そのうちにあらゆる民族を支配す
るようになろう。なぜなら国家権力の下にあるすべての権力（手段）の中で、おそらくもっ
とも信頼できる権力は貨幣の力であり、諸国家はそれゆえ自分自身が（中略）高貴な平和
を促進するよう迫られ、世界のどこであれ戦争勃発の恐れがあるときには、あたかもその
ために永続的な同盟関係にあるかのように、調停によって戦争を防止するようにせまられ
ている」19）のであった。
　カントからみれば商業の活発な取引とそれによる国際関係における経済上の密接な関係
は、一つの国家に対する打撃が他のあらゆる国家への打撃となるために、何らかの形で国
際紛争に対する仲裁をどこかの国が申し出ることになるはずであった。
　そしてカントはその後の第二補説「永遠平和のための秘密条項」において哲学者の議論
と主張に為政者が耳を傾けることを主張し、また付録の「一　永遠平和という見地からみ
た道徳と政治の不一致について」においては政治の道徳への一致を求め、「二　公法の先
験的概念による政治と道徳の一致」においては公開性の原則の持つ意味を論じている。
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第二節「カント『永遠平和のために』へのフィヒテの書評」
　前述したカントの『永遠平和のために』は、1795 年の出版とともに当時の言論界、思
想界に一定の反響を呼び起こすこととなった。例えば当時の若き文芸評論家フリードリッ
ヒ・フォン・シュレーゲル（Friedrich von Schlegel, 1772-1829）は、「共和主義の概念に
ついての探求―カントの著作『永遠平和のために』をきっかけとして（Versuch über 
den Begriﬀ  des Republikanismus, veranlaßt durch die Kantische Schrift “Zum ewigen 
Frieden”）」を発表し、カントの著作に対して一定の賛意を表明している20）。
　そしてカントのこの著書を好意的に迎えた人物の一人にカント哲学の解釈者として出発
しながら、その後独自の思想展開を遂げることとなるヨハン・ゴットリープ・フィヒテも
いた。1792 年にカントから勧められて出版することとなった『あらゆる啓示の批判の試
み（Versuch einer Kritik aller Oﬀ enbarung）』によって高い評価を受けたフィヒテはそ
の翌年の 1793 年に自身の政治思想上の著書『ヨーロッパの君主たちへ；思想の自由返還
の要求（Zurückdorderung der Denkfreiheit von den Fürsten Europens』及び『フラン
ス革命についての大衆の判断を是正するための寄与（Beitrag sur Berichtigung der 
Urthile des Publicums über die Französische Revolution）』を匿名ではあったが発表して
いた。前者は読んで字のごとく思想の自由の擁護を訴える著作であり、後者は民衆に国家
体制を変更する根源的権利が存在するとしてフランス革命の原理上の擁護を図った書で
あった。
　1794 年にフィヒテはイエナ大学の哲学教授に就任する。そして彼は 1795 年５月にイエ
ナ大学での法論の講義を予告していたものの、学生との騒動で講義はなされず、この年の
夏にフィヒテ自然法及び国法について集中的に研究し、法哲学の体系を構築する努力を重
ねることとなった。そして 1795 年から 96 年の冬学期にフィヒテは法論の講義を実施し、
1796 年５月に『自然法論（Der Grundlage des Naturrecht）』第一巻を印刷している。フィ
ヒテが 1795 年にカントの『永遠平和のために』を読み、その書評を翌年の１月に執筆し
たのは、そんな最中のことであった。フィヒテによればフィヒテによれば、「知識学の原
理によるその法論の基礎を完全に完成した後で、カントの『永遠平和のために』という極
めて重要な論文によってこのうえない快適な驚きに襲われた」21）としている。そしてこの
書評は『ドイツ学識者協会雑誌』第四巻一号（Philos. Journal Bd. IV. 1796）に「永遠平
和のための―イマヌエル・カントの哲学的論考（Zum ewigen Frieden, Ein philosophis-
cher Entwurf von Immanuel Kant.）」と題されて掲載されることとなる。
　無論フィヒテはカントの全体的な主張そのものとその方向性にたいしては、高い評価と
賛同を示している。しかし同時にそこにはいくつかの点で、フィヒテのカント解釈が、カ
ントそのものの思想の理解として不適切であり、カントそのものの思想とずれが生じてい
ることを指摘することが可能である。そして幾つかの点で、カントとは異なる、後の彼の
政治思想において独自の展開をとげることとなる主張がこの書評においては見ることがで
きる。つまり後の彼の政治思想において展開される議論の先駆けとして主張がそこには散
見されているのである。以下、フィヒテのカントの『永遠平和のために』に対する書評の
内容を、フィヒテ独自の考察を中心に見てみることとする。
　それではまずどの点においてフィヒテ独自の考えが展開されているのだろうか。それは
以下の三点にまとめる事ができるように思われる。即ち第一にカントの『永遠平和のため
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に』における第一確定条項「各国家における公民体制は共和的でなければならない。」と
いう主張に対する共和制の理解、第二に第二確定条項「諸民族の法は自由な国家の連邦制
の上に置かれるべきである。」の理解、第一補説の商業精神の理解においてカントに対す
るフィヒテの独自の考え方が現れてくるのである。
　最初に第一確定条項の理解をめぐるカントに対するフィヒテの違和感を確認しておく。
第一確定条項における永遠平和を担う国家の制度的条件を共和制に求めた際にカントが示
した共和制の定義は執行権と立法権の分離であった。しかしこれに対してフィヒテはこの
書評においてはさらなる探求が必要であると述べてカントに対する全面的なその主張への
肯定を示していない。フィヒテは次のように言う。
　「評者には、ここで提示された立法権力と執行権力の分離は、これまで常に十分明確に
は規定されてこなかったように思われる。少なくとも多くの誤解にさらされてきたように
見える」22） 
　フィヒテによるならば、そもそも国家に結合する人々の集団は、執行権力を一部の人な
いし集団に委譲することが要請されことになる。そしてその後、権力を移譲した一部の人
ないし集団に対し無条件で国家に結合した人々は従わなければならないことになるとフィ
ヒテは主張する。しかしフィヒテによればここで問題が生じることになる。
　「人民は執行権についてなにごとも語れないことになろう。人民はおそらく自らを人民
として構成することはできようが、しかし現に人民として存在するのでなければ、成り立
ちえない。」
　そしてこの解決策としてフィヒテがこの書評において示すのが執行権力とそれを監視
し、権力の著しい濫用があり必要と判断すれば執行権力の弾劾のために人民を招集する監
督官の権力という二つの権力分立体制であった。
　「従って執行権力と並んで、別の執政官、すなわち監督官（Ephorat）が置かれる。監
督官は―執行権を裁くのではないが―［人民の］自由と権利が危機にあると考えるときに
は、常に自己の責任で、執行権を弾劾するために人民を招集する」23）
　この執行権力と監督権力、そして監督権力によって招集された人民が最終的な判断を下
すという主張は、後にフィヒテが 1796 年に刊行する『自然法論第一巻　応用自然法』の「第
三部　法論第三章　第一六節　公共体の概念の演繹」において十全に展開されることとな
る。
　そしてカント「国際法は自由な諸国家の連合の上に基礎をおくべきである」という第二
確定条項についても、カントとフィヒテの見解には一定の相違がみられるのである。
　この部分に対してフィヒテは次のように解説を行っている。
　「諸国家にとって相互の関係において戦争という無法状態から抜け出すための方法は、
諸個人が戦争状態から抜け出すための方法と同じものでしかありえない。即ち諸個人が一
つの公民国家（Bürgerstaat）へと結合するように、諸国家が多民族から構成される一つ
の国家（Völkerstaat）に統合することである。かかる多民族（Völker）からなる国家に
おいてそれらの相互の紛争は実定法にしたがって裁定される。
　―たしかにそれは純粋理性の裁定である。そしてカントによって提起された平和の維持
のための諸民族の同盟（Völkerbund）はただ中間状態であり、人類はこの状態を通過し
てあのよりすばらしい目標に向かって進んで行かなければならない。諸国家は疑いもなく、
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まずに、個々人の相互防衛同盟を通して自分たちの中で成立するものであるが、これと [ 他
民族から構成される一つの国家の成立は ] 同じである。」24） 
　フィヒテの解説を読むとカントの『永遠平和論』においては現実の上で拒絶された諸民
族国家（Völkerstaat）が究極的目的とされていると解釈することが可能である。即ちカ
ントは積極的理念として提示した「世界共和国」の理念に対して、連合という消極的代替
物を示してそれに満足した。しかしフィヒテはそれに満足せず、むしろ「世界共和国」と
いう理念の実現を究極的な目標として考えていたと思われる。特に諸国家が形成する多民
族国家の成立と、国家が個々人の相互防衛同盟を通して成立することが、本質的に同じで
あるとする認識からは、少なくともカントは個人が国家に入る場合と国家が国家の連合体
に入る場合が異なり、公法や公法の強制下に入る必要はないと主張した点について、フィ
ヒテはあまり注意を払ってはいないようである。そしてカントが後に 1796 年『人倫の形
而上学（Metaphysik der Sitten）』において構想した永遠平和のための国際機構構想と、
フィヒテが後に『自然法論』第二巻「第二補論」において構想する国際機構構想はその性
質において著しく異なるものであった。カントが『人倫の形而上学』において構想した永
遠平和に向けた国際機構は、強制力を伴わない列国会議であったのに対し、フィヒテの構
想した永遠平和に向けた国際機構は、加盟国に対する強制執行力を有する国際機構となっ
ていくのである。
　また、カントの『永遠平和のために』における第一補説においてカントが永遠平和への
積極的な役割を果たすものとした商業精神に対してフィヒテは次のように言っている。
　「いまだになお無秩序から得られる利益が秩序から得られる利益を凌駕しているに違い
ない。そして失うだけの人にとってはなお獲得できるものがあるという希望が残されてい
るに違いない。相当の万人にとって他者のものを奪うことによって私腹を肥やすという希
望がある。われわれの諸国家における富は全て十分に利用され分配されているとは言い難
い。そして必要とされ占有されるべきなお多くの富がある。そして最後に自国において全
てが消費され尽くすことになったとしても、商業に於ける外国の諸民族や諸大陸の抑圧［植
民地化］は豊富な資源の絶えざる流入をもたらすであろう。そうであるかぎり、不正が十
分に押さえつけられているとはとても言えない。」25）
　従ってフィヒテはカントほど商業精神が平和に結びつく段階には､ カントとは異なり未
だいたっていないと考えていたと思われる。むしろ商業精神が植民地の収奪等を通じて無
秩序を現在のところもたらすのではないかと懸念されているように思われる。しかしなが
らフィヒテは未来に対して絶望するわけではない。
　「しかし多数の人が、他人が占有しているものを、不確実さを伴って取得することよりも、
自分たちが占有しているものを確かな形で保持することの方をより好むようになれば、法
と理性にかなった国制が生まれるであろう。我々の諸国家においてもの最終的にはその地
点に立ち入るに違いない。諸身分や諸家族相互の絶えず続けられる必要の要請によって、
最後には諸国家は誰もが我慢できる状態である占有の均衡状態に達するに違いない。増加
する人口とあらゆる生産手段の陶冶とによって、最終的には、諸国家の富が見いだされ、
かつ配分されるにちがいない。諸国家は外国の諸民族と諸大陸の文化を通して、もはや通
商において利益を得ることなく、そして奴隷制によってこれらの富が運び去られることも
なくなり、その結果として強奪欲の最後の報償も消えていくような地点に到達するに違い
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ない」26） 
　後にフィヒテは 1800 年において発表した著作『封鎖商業国家論（Der geschlossene 
Handelsstaat）』において、ある種の鎖国の徹底的な経済を統制する国家を構想すること
になるが、そこにおける発想はむしろカントとは異なる商業に対する思想が既にフィヒテ
において存在していたことを暗示させるものである。
　そしてフィヒテは現実に於ける永遠平和の理念実現の可能性を示すものとしてカントが
挙げた「啓蒙された強力な平和連合の要となる共和国」として考えられるものとして、ア
メリカ合衆国の存在と、フランス革命によって生まれた共和国フランスを挙げる。
　「世界史に於ける二つの新しい現象は、この目的の達成を保障するものである。即ちそ
の一つは地球の反対側で実現された繁栄せる北アメリカの自由国家である。ここからおの
ずと啓蒙と自由がいまだなお抑圧されている諸大陸にまで必然的に及んでいくに違いな
い。もう一つはヨーロッパにおける大いなる共和制国家の成立である。この国家は文化の
作業場への野蛮な民族の侵入に対して、旧世界にはなかった防波堤を築くであろう。それ
によって国家には文化の永続を保証し、そしてまさにそれによって個々人はしだいにでは
あるが国家の中で獲得すべき均衡を保証する。（中略）国民は唯一合法的な国家体制につ
いての理論的には容易に解決されうる問題を、最後には現実にも解決するであろう。そし
て他の諸民族はその幸福な様子を見てそれを見習う気になるであろう。このようにして良
き国家体制の創出に向けての自然の歩みが始められる。そしてこうした国家体制が現実の
ものとなるや否や、これらの諸原則に則って設立された国家の間で諸民族の法の関係、永
遠平和が自ら実現されるであろう。」27）
　よく統治された国家、共和制を実現した国家はむしろ隣国に影響を与え、永遠平和に寄
与するという認識を、少なくとも共和制の定義について一致はしなかったのかもしれない
が、フィヒテはカントと共有していたように思われる。そして後にフィヒテはこの「啓蒙
された強力な共和国」の役割を、文化の防波堤となる共和国の役割をドイツにおいて担お
うとしたと考えられる。
　このように、たしかにフィヒテのカントの『永遠平和のために』に対する書評において
フィヒテはカントの主張に対する異議をいくつか差し挟み、またカントが本来意図してい
たこととの解釈のズレが感じられる書評ではある。しかしながら、それはカントが示した
「永遠平和」の理念を実現化するための条件やプロセスを、フィヒテ自身がカントと問題
意識を一定の形で共有しながら、懸命に現実に於ける様々な問題を彼なりに視野に入れな
がら考えぬいた結果でもあった。
　それではこの後展開されるほぼ同時期に出たカントの『人倫の形而上学』とフィヒテの
『自然法論』において展開される政治思想はいかなる内容となっていくのか。それについ
てのより詳しい検討については別稿の課題としたい。
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